
◇低所得世帯支援枠（1,282,427千円）
物価高騰の負担感が大きい低所得世帯への負担の軽減を図るため、非課税世帯に給付金を支給する。
・対 象:基準日（令和５年１２月１日）において、世帯全員の令和５年度分の住民税均等割が非課税である世帯
・支給額:１世帯当たり７万円

【実施事業】物価高騰対応重点支援給付金給付事業（重点支援事業）

◇生活者支援（22,993千円）
◎エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援（22,993千円）
〇子ども食堂に対する食材費の支援（493千円）
市内９か所の子ども食堂の食事で使用する食材費の値上がり相当分を支援し、子ども食堂が利用料金を増額することなく食事の提供を

継続できるようにすることで、利用者の負担軽減を図る。
【実施事業】子ども食堂運営支援事業（重点支援事業）
〇民間保育所等に対する給食費の支援（22,500千円）
民間保育所等の給食で使用する食材費の値上がり相当分を支援し、民間保育所等が保護者から徴収する給食費を増額することなく給食

の提供を継続できるようにすることで、保護者の負担軽減を図る。
【実施事業】私立保育所等運営支援事業（重点支援事業）
〇小中学校等における学校給食費の支援（※財源更正のみ）
子育て世帯の負担軽減を図るため、市立小中学校給食費の保護者負担について、１０月分から無償化（物価高騰に伴う食材料費を含

む）を実施しており、その財源に交付金を活用する。
※無償化については、令和５年土浦市一般会計補正予算（令和５年第３回市議会定例会）で計上済み。

【実施事業】土浦市立学校給食センター管理運営事業

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 活用事業一覧
（令和５年度第８回土浦市一般会計補正予算:1,434,254千円）

その１



◇事業者支援（128,834千円）
◎医療機関・福祉施設等に対する支援 （74,619千円）
〇医療機関、介護・障害福祉施設等への事業継続支援（74,619千円）
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている、市内の医療機関や市内に事業所を有する介護サービス等及び障害福祉サー

ビス等を提供する事業者に対して、光熱費等の一部を支援することで、地域の医療・福祉の提供体制の維持を図る。
【実施事業】障害者福祉施設等支援事業（重点支援事業）、高齢者福祉施設等支援事業（重点支援事業）

医療機関支援事業（重点支援事業）（計３事業）

◎地域公共交通・物流や地域観光業等に対する支援（54,215千円）
〇貨物自動車運送関連事業者への事業継続支援（36,790千円）
原油価格高騰の影響を受けている、市内の貨物自動車運送事業者に対して、事業継続のための支援金を支給することで、地域の物流機

能の維持を図る。
【実施事業】貨物自動車運送事業者支援金支給事業（重点支援事業）

〇地域交通関連事業者への事業継続支援（17,425千円）
原油価格高騰の影響を受けている、市内の地域交通関連事業者に対して、事業継続のための支援金を支給することで、市民の重要な移動

手段の確保・維持を図る。
【実施事業】地域交通関連事業者運行継続緊急支援事業（重点支援事業）

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 活用事業一覧
（令和５年度第８回土浦市一般会計補正予算:1,434,254千円）

その２



◇低所得世帯支援枠（1,282,427千円）
その１

事 業 名 担 当 概 要 事業費 歳 入

物価高騰対応重点支援給付金給
付事業（重点支援事業）

保健福祉部
社会福祉課

対 象:基準日（令和５年１２月１日）
において、世帯全員の令和５年
度分の住民税均等割が非課税で
ある世帯

支給額:１世帯当たり７万円

1,282,427 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 1,282,427

（単位:千円）



◇生活者支援（22,993千円）
その１

事 業 名 担 当 概 要 事業費 歳 入

子ども食堂運営支援事業（重点
支援事業）【本市独自】

こども未来部
こども政策課 子ども食堂運営支援補助金(9団体) 493 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 345

私立保育所等運営支援事業（重
点支援事業）【本市独自】

こども未来部
保育課

民間保育所等物価高騰対策事業費補助金
（民間保育園16施設、認定こども園12
施設、地域型保育施設10施設、私立幼
稚園3施設）

22,500 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 15,750

土浦市立学校給食センター管理
運営事業【本市独自】

教育委員会
学校給食セン
ター

財源更正のみ
※１０月分からの学校給食費無償化は令
和５年第３回市議会定例会で計上済み

財源更正
のみ

・物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金 120,890

（単位:千円）



◇事業者支援（128,834千円）
その１

事 業 名 担 当 概 要 事業費 歳 入

障害者福祉施設等支援事業（重
点支援事業）【本市独自】

保健福祉部
障害福祉課

障害者福祉施設等支援補助金
【相談系・訪問系事業所】
30千円×36事業所

【通所系事業所】
定員1名当たり5千円（上限100千円）
66事業所

【入所系事業所】
定員1名当たり12千円(上限500千円）
36事業所

11,179 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 7,825

高齢者福祉施設等支援事業（重
点支援事業）【本市独自】

保健福祉部
高齢福祉課

高齢者福祉施設等支援補助金
【相談系・訪問系事業所】
30千円×127事業所

【通所系事業所】
・多機能型
定員1名当たり5千円（上限100千円）
3事業所

・その他の事業所
定員1名当たり3千円（上限100千円）
66事業所

【入所系事業所】
定員1名当たり12千円(上限500千円）
52事業所

28,240 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 19,768

（単位:千円）



その２

事 業 名 担 当 概 要 事業費 歳 入

医療機関支援事業（重点支援事
業）【本市独自】

保健福祉部
健康増進課

医療機関支援補助金
【医科・歯科・薬局】
100千円×242機関

【病院・病床保有診療所】
病床数19床以下ː250千円×４医院
病床数20～199床ː500千円×４病院
病床数200床以上ː2,000千円×４病院

35,200 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 24,640

貨物自動車運送事業者支援金支
給事業（重点支援事業）【本市
独自】

産業経済部
商工観光課

運送事業者補助金
【固定支給】50千円×164事業者
【車両支給】15千円/台(上限300千円)
・法人154社:28,440千円
・個人事業主10社（想定）:150千円

36,790 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 25,753

地域交通関連事業者運行継続緊
急支援事業（重点支援事業）
【本市独自】

都市政策部
都市計画課

地域交通関連事業者運行継続緊急支援金
路線バス事業者:１台当たり75千円

3事業者112台
貸切バス事業者:１台当たり50千円

8事業者43台
タクシー事業者:１台当たり25千円

25事業者207台
運転代行事業者:１台当たり20千円

28事業者85台

17,425 ・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 12,197

（単位:千円）
◇事業者支援（128,834千円）


